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１.  将来交通量推計の目的及び前提条件 

（１） 将来交通量推計の目的 
• 今回提示する将来交通量は、「東京外かく環状道路（関越道～東名高速間）についての考え方」
（平成 17 年 9 月）に基づき推計を実施し、外環整備に伴う周辺道路の交通への影響などについ

て具体的に検討するための基礎的資料とするためのものである。 

 

（２） 将来交通量推計の前提条件 
①推計年次 

• 将来交通量の予測年次は、外環道の供用時点を想定した平成 32 年及び将来的な交通状況を想定
した平成42年とした。 

 

②外環道 

• 外環道については、平成 32 年には関越道から東名高速間が、平成 42 年には関越道から湾岸線
間が整備されていると仮定した。 

• 関越道から東名高速間は延長約１６ｋｍ、全線６車線で速度８０ｋｍ／ｈの規格と仮定した。 
• インターチェンジは、目白通り（東名高速方面と接続）、青梅街道（関越道方面と接続）、東八
道路（関越道方面・東名高速方面・中央道と接続）に設置されると仮定した。 

 

③将来道路網 

• 将来道路網は、現在の一般都県道以上の道路網を基本に、国の高規格幹線道路の計画等、東京都
の第三次事業化計画等から各推計年次までに整備がみこまれる路線を加え仮定した。 

• なお、外環ノ２の計画については、今回の推計では考慮していない。 
 

④料金体系 

• 外環道は全線 500円均一（普通車）、首都高速道路は８00円均一（東京線・普通車）と仮定し
た。 

• その他の高速道路については現在の料金等を基に仮定した。 
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将来交通量推計の主な手順 

２.  将来交通量推計の手順 
 

• 将来交通量の推計に用いる自動車交通の流動量は、全国の将来人口、国内総生産額（ＧＤＰ）等
の社会経済状況に基づいて推計されている。 

• まず、全国将来の走行台キロ、自動車保有台数を推計し、関東、中部、近畿といった地域ブロッ
ク単位での自動車交通の流動を推計し、次に都道府県単位に、最終的には概ね市町村単位に細分

化した。 

• 地域間を行き来する自動車交通の流動量を表整理したものが将来ＯＤ表である。 
• 各路線の将来交通量は、この将来ＯＤ表と将来道路網を用いて推計した。 
• 将来交通量推計の主な手順は下図に示すとおり。 
*1 下図中の「ゾ－ン」とは発生集中量を設定するエリアの単位で、ゾ－ンの面積、人口、発生
量等を考慮し設定される。平成１１年度道路交通センサスにおいては、関東地方整備局管
内の市区町村数６８８に対して１１８３ゾ－ンが設定されている。 
*2「将来ネットワ－ク」とは、現在の一般都県道以上の道路網を基本に、高速道路については
高規格幹線道路の計画等、都市計画道路については各自治体の長期計画等に基づき設定し
た道路ネットワ－クである。 
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（１） 走行台キロの推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 発生集中交通量の変化 
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全国の将来人口は2006年にピークを迎え、その後減少していくと推計されているが、自動車の走行台キロの変化については、

国内総生産額(GDP)や免許保有者数の推移から2020年頃にピークを迎え、緩やかに減少していくと予測されている。 

※１都３県：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

[全  国] 

[外環沿線７区市] 

[１都３県] 

自動車が１回移動した場合の単位を「トリップ」と呼ぶ。       

【例】外環沿線７区市に起点と終点を持つ自動車交通の流動量 

[平成 11 年度]

[平成 42 年度]
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和光市
0.8%小金井市

0.8%

八王子市
0.8%

外環沿線７区市に
起終点を持つ交通総量

１６４万トリップ/日

外環沿線７区市
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１６６万トリップ/日

走行台キロ（10 億台キロ/年） 

全車 

貨物車

乗用車

出典：交通需要推計検討資料 平成 14 年 11 月 (国土交通省) 

（年） 

今回推計値 

例えば、１台の自動車が１日に２回移動した場合は2トリップとなる。
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（３） 交通量配分の考え方 
 

• 自動車が発生元から行き先まで移動するとき、「所要時間」が最も短い経路が選択されると仮定
した。 

• 都市間を結ぶ東名高速、中央道、関越道等の路線については、一般道との所要時間及び、料金の
差に応じ、転換が生じるものとして推計している。 

• その他の有料道路の場合は、その「料金」を「時間」に換算して「所要時間」に加えた上で最短
となる経路が選択されると仮定した。 

 

【例】 

• 下図の場合、A ルートの方が距離は長いが走行速度が速いため、所要時間が少ない。従って A ル
ートが選ばれる。 

Aルート：  20Km÷30Km/h×60分＝40分 

Bルート：  15Km÷20Km/h×60分＝45分 

 

発生元 行き先 　

Ａルート　距離２０km

３０km/h→４０分

Ｂルート　距離１５km

２０km/h→４５分

現在

発生元 行き先 　

Ａルート　距離２０km

３０km/h→４０分

Ｂルート　距離１５km

２０km/h→４５分

現在

 

 

• 距離 15Km・速度 60Km/h・料金 500 円の新しい道路（C ルート）ができた場合（下図）、 
A ルート・B ルート共に交通量が減少し、走行速度が速くなり所要時間は短くなる。 

しかし、料金を時間評価値（乗用車は 63 円/分・台）で時間に換算して加えても、C ルートの所要時

間（換算値）の方が少なくなるため、Cルートが選ばれる。 

Aルート：  20Km÷40Km/h×60分＝30分 

Bルート：  15Km÷30Km/h×60分＝30分 

Cルート： （15Km÷60Km/h×60分）＋（500円÷63円/分）＝15分＋8分＝23分 

 

発生元 行き先 　

Ａルート　距離２０km

４０km/h→３０分

Ｂルート　距離１５km

３０km/h→３０分

Ｃルート　距離１５km

６０km/h→１５分
（料金５００円）

新しい道路が開通した場合

発生元 行き先 　

Ａルート　距離２０km

４０km/h→３０分

Ｂルート　距離１５km

３０km/h→３０分

Ｃルート　距離１５km

６０km/h→１５分
（料金５００円）

新しい道路が開通した場合

 

 

【参考】時間評価値 

• 「時間評価値」とは、労働賃金、自動車の乗車人員、車両の使用料などから換算した「自動車 1
台（乗員も含む）の時間当りの時間価値」である。 
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３.  将来交通量の推計結果 

（１） 外環の交通量等 
• 平成32年における外環の交通量（断面）は、約7.2～10.1 万台/日と平成42年における外環の交通量（断面）は約9.8～10.９万台/日と推計される。 
• 外環利用交通の内訳としては、地元（７区市）関連交通は２割程度と少ない。通過交通の内訳としては、埼玉南部と神奈川間の交通が約2割前後、北関東と神奈川県間の交通が約１割を占めている。 
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平成 32年 

関越 JCT 

6.8 
万台/日 

0.9 

1.5 
万台/日 

0.1 万台/日 ※     はジャンクション方向別交通量

ジャンクション 

インターチェンジ（フル） 

インターチェンジ（ハーフ） 

インターチェンジ（入口）

インターチェンジ（出口）

凡   例 

7.9
万台/日 

大泉 IC 

外環利用交通の内訳 

1.1 万台/日 

3.1 万台/日 

東八道路 IC

青梅街道 IC

0.7 万台/日 

目白通り

万台/日 

0.8 万台/日 

万台/日 

目白通り

1.5 万台/日 

青梅街道 IC 

2.7 万台/日 
万台/日 

東八道路 IC 

万台/日

大泉 IC

2.32.5 

その他の通過交通
17%

地元（7区市）
関連交通
21%

東京都区部
（地元３区を除く）

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

3%

東京都多摩地区
（地元４市を除く）

横浜・川崎
8%

横浜・川崎

山梨・長野方面
1%

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など）

東海・関西方面
8%

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟など）

東海・関西方面
9%

利用交通量
7．2万台/日

埼玉南部と神奈川県間
の交通　18％

北関東と神奈川県間の
交通　12％

神奈川西部
（相模原市・小田原市・平塚市など）

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

7%

横浜・川崎

埼玉北部
（熊谷市・秩父市など)

2%
神奈川西部

（相模原市・小田原市・平塚市など）

埼玉北部
（熊谷市・秩父市など）

1%

横浜・川崎

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟など）

6%

神奈川西部
（相模原市・小田原市・平塚市など）

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟・福島など)

6%

横浜・川崎

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

11%

その他の通過交通
18%

地元（7区市）
関連交通
20%

東京都区部
（地元３区を除く）

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

4%

東京都多摩地区
（地元４市を除く）

横浜・川崎
9%

横浜・川崎

山梨・長野方面
1%

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など）

東海・関西方面
6%

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟など）

東海・関西方面
8%

利用交通量
10．9万台/日

埼玉南部と神奈川県間
の交通　18％

北関東と神奈川県間の
交通　12％

神奈川西部
（相模原市・小田原市・平塚市など）

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

5%

横浜・川崎

埼玉北部
（熊谷市・秩父市など)

3%
神奈川西部

（相模原市・小田原市・平塚市など）

埼玉北部
（熊谷市・秩父市など）

1%

横浜・川崎

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟など）

7%

神奈川西部
（相模原市・小田原市・平塚市など）

北関東・東北方面
（茨城・栃木・群馬・新潟・福島など)

5%

横浜・川崎

埼玉南部
（さいたま市・川越市・三郷市など)

13%
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（２） インターチェンジ利用交通量等 
• 平成 42 年における 3 箇所のＩＣは合計 4.9 万台/日の利用が見込まれる。このうち約 7 割にあ
たる3.4 万台/日が地元（7区市）に関連する交通と見込まれる。 

• 平成32年には、合計5.0 万台/日の利用が見込まれる。 
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利用交通量

約0.7万台/日

三鷹市
22%

調布市
12%

武蔵野市
13%

杉並区
3%

世田谷区
14%

練馬区
2%

狛江市
3%

府中市
8%

小金井市
4%

小平市
4%

西東京市
4%

その他
2%

その他
東京市部
9%

平成42年
東八道路IC
利用交通量

約3.1万台/日
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（３） 主要道路の交通の変化 
 高速道路における変化 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 .7
9 .0

7 .9

-12% -14%

8 .9
9 .59 .5

+7% +7%

12 .0 12 .1
13 .4

+12%
+1%

外環

和光付近

関越道

外環～新座料金所

大泉ＩＣ・練馬ＩＣ+目白通りＩＣの合計

３号渋谷線

４号新宿線

Ｎ

５号池袋線

東名高速

　外環～東京料金所

中央道

外環～三鷹料金所

…現況

…将来(H42)

　凡　　例

…将来(H32)

8 .4

5 .45 .5

万台/日

万台/日
万台/日

8 .4

5 .45 .5

-35% -36%

9 .8

7 .17 .7

-21% -28%
8 .6

10 .8
10 .0

+16%
+26%

7 .9

10 .4

9 .0

-13%
-24%

9 .5

6 .7
7 .7

-19%
-29%

　単位：万台/日

"+○%"：現況より○％増加

"-△%"：現況より△％減少

（現況は、大泉ＩＣ、練馬ＩＣの合計値）
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練馬区・杉並区周辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  
 

 

 武蔵野市周辺 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ

杉並区武蔵野市

青梅街道

環

状

８

号

線

笹

目

通

り

早稲田通り

千川通り

新青梅街道

富士街道

女子大通り

青梅街道IC

目白通りIC

目白通り

練馬IC大泉IC

関越JCT

練馬区

6.4

5 .0
5 .7

環状8号線

（新青梅街道～早稲田通り）

6 .3

3 .44 .0

笹目通り

（南田中～谷原）

4 .34 .3 4 .5

青梅街道

（上井草付近）

6 .7

5 .75 .6

目白通り

（谷原～練馬ＩＣ）

4 .95 .0 5 .3

青梅街道

（関町付近）

　凡　　例
　単位：万台/日

現況 Ｈ32 Ｈ42

5 .8
5 .35 .7

環状8号線
（青梅街道～井の頭通り）

1 .8 1 .51 .4

吉祥寺通り

（御殿山付近）

1 .8
1 .51 .6

五日市街道

（吉祥寺本町付近）

杉並区

武蔵野市

三鷹市

西東京市

中央通り

（市役所付近）

2 .2
1 .51 .5 新青梅街道

青梅街道

女子大通り

環

状

８

号

線

吉

祥

寺

通

り

五
日
市
街
道

の
通

井
頭
り

2 .5 2 .4 2 .3

井の頭通り

（吉祥寺南町付近）

練馬区

中

央

通

り

早稲田通り

青梅街道IC

　凡　　例
　単位：万台/日

現況 Ｈ32 Ｈ42

Ｎ
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 三鷹市・調布市周辺 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 狛江市・世田谷区周辺 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 .2
1 .7 1 .8

世田谷通り

（東和泉付近）

環状八号線

（千歳台付近）

7 .0

5 .46 .4

世田谷区

狛江市

2.1 2 .4 2 .0

世田谷通り

（世田谷IC計画地付近）

環

状

８

号

線

目黒通り

東京IC

7 .2
5 .9

7 .3

東京ＩＣ・用賀出入口

玉川IC

多
摩
堤 通
り

6 .1
5 .2

6 .3

環状八号線

（瀬田交差点付近）

東名JCT

狛
江
通
り

Ｎ

駒
沢
通
り

世田
谷通り

　凡　　例
　単位：万台/日

現況 Ｈ32 Ｈ42

*東八道路について、現況の推計は２車線の

  現況道路で、将来の推計では４車線で推計

  している。

調布市

三鷹市

世田谷区

狛江市

4.7
4 .44 .6

甲州街道

（つつじヶ丘付近）

国
道
２０
号

調布IC

東八道路IC

中央JCT

3 .7
2 .52 .6

調布ＩＣ

2 .2
3 .53 .5

東八道路

（牟礼付近）
* 人

見 街
道

東八道路

吉

祥
寺
通
り

武

蔵

境
通

り
三

鷹

通

り

Ｎ

　凡　　例
　単位：万台/日

現況 Ｈ32 Ｈ42




